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Ⅰ は じ め に
Ⅱ 事例分析と起案の一般論
Ⅲ 平成 25（2013）年度 公法系科目第 1問
Ⅳ 平成 24（2012）年度 公法系科目第 1問
Ⅴ 平成 23（2011）年度 公法系科目第 1問
Ⅰ は じ め に








筆者は，旧制度の，いわゆる旧司法試験の憲法の考査委員を 2002 年 4 月か




































































































































































































































） 在外国民選挙権訴訟・最大判平成 17年 9月 14 日民集 59巻 7号 2087 頁。
	） 法令制定については制定・改正など行為自体を争うことはほとんどなく，その結果た
る「内容」を争うのが原則であることも在外国民選挙権訴訟・最大判平成 17年 9月 14





























































） いわゆる「三段階審査論」については，渋谷秀樹・憲法（第 2版，2013 年）（以下，
「渋谷・憲法」という）717 頁以下参照。






B県住民投票に関する条例（【参考資料 2】参照）第 4条第 3項に基づき，「社会












Aら実行委員会は，第 3回目のデモ行進を同年 9月 29日（日）に行うことに


































































































































































そうすると，【判例②】新潟県公安条例事件・最大判昭和 29年 11 月 24 日刑
集 8巻 11 号 1866頁，【判例③】東京都公安条例事件・最大判昭和 35 年 7月
20 日刑集 14巻 9号 1243頁に言及することになる。（もっとも，【判例①】泉佐
野市民会館事件・最 3小判は，パブリック・フォーラムに関する判例なので，局面
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） 芦部信喜・憲法（高橋和之補訂，第 6 版，2015 年）（以下，「芦部・憲法」という）
196頁参照。











































































































































なお，大学の自治といえば，富山大学事件・最小判昭和 52 年 3 月 15 日民
集 31巻 2 号 234頁となるので，その判旨も確認しておきたい。





































ものである（最判昭和 29・7・30民集 8巻 7号 1463頁，最判昭和 29・7・30民集
8巻 7号 1501頁，最判昭和 49・7・19民集 28巻 5 号 790頁，最判昭和 52・12・
20民集 31巻 7号 1101頁参照）。しかし，退学処分は学生の身分をはく奪する重大
な措置であり，学校教育法施行規則 13条 3項も 4個の退学事由を限定的に定めて
いることからすると，当該学生を学外に排除することが教育上やむを得ないと認
められる場合に限って退学処分を選択すべきであり，その要件の認定につき他の



















































































































































































































































































































関する条例（以下「住民投票条例」とする）14条 1項 2 号は「平穏な生活環境」，
同条同項 3 号は「商業活動に支障を来す」としか規定しておらず，これはその
ような理由を構成するものではない。また B県集団運動に関する条例（以下









































































































































たにもかかわらず，C ゼミ主催の講演会に対する処分②は，憲法 14条 1項の
定める平等原則にも違反し，違憲である。以上のことから，処分②も国家賠償
法 1条 1項の違法な公権力の行使に該当する。
Ⅳ 平成 24（2012）年度 公法系科目第 1問
．問 題
〔第問〕（配点：100）
A 寺は，人口約 1000 人の B 村にある寺である。伝承によると，A 寺は，江
戸時代に，庄屋を務めていた村一番の長者によって創建された。その後，A 寺
は，C宗の末寺となった。現在では，A 寺は B 村にある唯一の寺であり，B 村





















































2500万円（必要な費用の 2 分の 1 に相当する額），本堂再建の助成として 4000
万円（必要な費用の 4分の 1に相当する額），そして庫裏再建の助成として 1000
万円（必要な費用の 2 分の 1 に相当する額）となっている。補正予算は，村議
会で議決された。その後，B村村長は A寺への助成の執行を終了した。
〔設問〕





































































具体的には，住民 Dの訴訟代理人は，担当執行機関（職員）（おそらく B 村
村長）を被告として，B 村に損失を与えた者（原因者）すなわち A寺に不当利
得返還請求訴訟を提起すべきことを求める訴訟を提起することになる（地方自
治法 242条の 2 第 1項 4 号）。なお，この訴訟で住民側勝訴が確定すると，B 村
村長が，その確定日から 60 日以内の日を期限として A寺に不当利得の返還金
の支払請求をし（地方自治法 242条の 3 第 1項），支払われないときは，不当利


































災者生活再建支援法が，阪神・淡路大震災 3 年後の 1998年に議員立法として制定され，
自然災害により住家が全壊した世帯に対し，家財道具調達費等を対象に，最高 100万円
の支給をなすとしたことにより，この鉄則は破られた。その後，民主党政権の総務大臣
にもなった片山善博が鳥取県知事時代に，2000 年 10 月の鳥取県西部地震に際して，独
自に住宅建設 300万円，補修 150万円を支給したことから，上記法律は 2004 年に改正さ
れて支給の上限が 300万円になり，さらに 2007年 11 月の改正によって，年齢・収入要
件が撤廃されるとともに，支援金が住宅本体にも当てることができるようになった。な
















































 共 通 規 範
【共通規範】
「共通規範」は，【判例①】津地鎮祭訴訟・最大判昭和 52 年 7月 13 日民集
31巻 4 号 533頁においては，以下のように，まだ曖昧な形でしか示されてい
ない。














	 【判例②】空知太神社訴訟・最大判平成 22 年 1 月 20 日民集 64巻 1 号
1頁
【判例①】にある上記の文章は，【判例②】空知太神社訴訟・最大判平成 22






























 【サブ・ルールA】 目的・効果基準＝ 20 条 3 項解釈モデル



























45 年 6 月 24 日民集 24巻 6 号 625頁にあるように，資金等の提供は，支出先
の活動を支えるとしたら，それ自体も「宗教的活動」にあたる，とみるのであ
る。これまでの判例，例えば，大阪地蔵像訴訟・最 1小判平成 4年 11 月 16 日
判時 1441 号 57 頁，箕面忠魂碑訴訟・最 3小判平成 5年 2 月 16 日民集 47巻 3









【サブ・ルールB】 総合判断基準＝ 20 条 1 項後段・89 条解釈モデル
他の選びうる基準（alternative standard）は，【判例②】空知太神社訴訟・最

















































































































































































① サブ・ルール A and/or サブ・ルール Bを用いて，事案に示された
細かい事実を拾い出して差別化する無難な起案とする。
② 違憲と導きやすいサブ・ルール Cを Dの訴訟代理人としての「あなた」
は構成し，本神社の合憲を導きやすいサブ・ルール A or Bを B 村は構成








242条の 2 第 1項 4 号）。そして，この訴訟で D側勝訴が確定すると，B 村村長
が，その確定日から 60 日以内の日を期限として A寺に不当利得の返還金の支
払請求をし（地方自治法 242条の 3 第 1項），支払われないときは，不当利得返
還請求訴訟を提起することになる（地方自治法 242条の 3第 2項）。
この訴訟の実体的争点である当該支出の違法性の主張については，以下のよ












































































































242条の 2 第 1項 4 号）。そして，この訴訟で D側勝訴が確定すると，B 村村長
が，その確定日から 60 日以内の日を期限として A寺に不当利得の返還金の支
払請求をし（地方自治法 242条の 3 第 1項），支払われないときは，不当利得返
還請求訴訟を提起することになる（地方自治法 242条の 3第 2項）。
この訴訟の実体的争点である当該支出の違法性の主張については，以下のよ














確かに，B 村の全世帯の 3 分の 2 が A 寺の檀家であり，その活動にも，宗
教活動を超えた相談所としての役割を果たしていることは事実であるかもしれ
ない。しかし，ここでまず，残り 3 分の 1 の世帯が，A 寺の檀家ではないこ
とを考えなければならない。憲法で保障された人権は，精神的自由権について
は，特に偏見の目をもってみられる少数者の感覚に鋭敏であらなければならな





































































































































を走る自動車の屋根に高さ 2メートル 80 センチ前後（地上約 4メートル）の位









































































































































































































































































































ー概念を示した【判例②】「宴のあと」事件・東京地判昭和 39年 9月 28日下































解される（最高裁昭和 40 年（あ）第 1187号同 44 年 12 月 24 日大法廷判決・刑集



















される（最大判昭和 44・12・24刑集 23巻 12 号 1625頁〔京都府学連事件〕，最大
























「よど号」ハイジャック新聞記事抹消事件・最大判昭和 58年 6月 22 日民集 37



































































































にもかかわらず，本件法律 7条 1 号は，視点の高さの上限を不必要に低く設






















































































































































な意義があると考える。 【To be Continued】
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